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所在地

埼玉県比企郡小川町

地域の資源と課題を繋ぎ、
持続可能な循環と自走モデルを創る

小田　穂 こだ　みのり
特定非営利活動法人霜里学校/株式会社秂　代表理事/代表取

締役



略歴

著書・論文等

○

取組の内容

地域の資源と課題を繋ぎ、
持続可能な循環と自走モデルを創る

NPO法人の代表として現場の責任を担いながら、地域のバラバラな要素を統合し、補助金に依存しない「自走す
る仕組み」を設計する実装型プロデューサーです。
例えば、農政施策（オーガニック等）や起業教育といった「ソフト」の取り組みを、廃校や公共施設といった「ハード」の
利活用に接続することで、単なる施設維持ではない「地域産業の拠点化」を実現します。さらに、そこに移住相談
や観光プロモーションを掛け合わせ、外貨を獲得する経済循環を創出します。
1994年生まれの感性と、広域プロジェクトで経済効果1億円規模の事業設計に携わった知見を武器に、自治体
特有の「温かい雰囲気」や現場の温度感を尊重した合意形成を徹底します。
現場感のないプロデューサーや実務代行ではなく、「地域の魅力が正しく価値化され、自立して稼ぎ続ける構造」を
自治体職員のパートナーとして共にデザインし、全国のモデルケースとなる官民共創を実現します。

2018年3月：法政大学経済学部国際経済学科 卒業
2018年4月-2020年：組織開発コンサルティング会社にて、企業研修、経営理念策定/浸透、講師派遣事業責
任者等に従事
2019年-現在：埼玉県比企郡小川町におけるまちづくり活動にボランティアから参画
2021年6月：NPO霜里学校　理事就任
2023年6月：NPO霜里学校　理事長就任
2024年3月：株式会社秂　設立

耕作放棄地を開墾し、
地域コミュニティの拠点を創出する現場実践

大手企業の幹部層を対象とした、
地域資源の価値化と共創のワークショップ



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

埼玉県小川町にてNPO代表として廃校利活用を主導。農政施策と連動した廃校活用プログラムや、デ
ジタルマーケティングを活用したロケ誘致を行い、年間100万円以上の外部収益を創出。また、移住相
談窓口や観光案内所を受託運営をしている実績と高校生の魅力商品開発プログラム講師としての役
割をつなぎ合わせ、重層的に地域作りを実戦している。並行して、広域官民共創プロジェクトにおいて経
済効果1億円規模を生み出す事業設計/運営にも参画し、現場と大規模設計の両面で実績を持つ。

NPO代表という「当事者」の立場で、資本主義的な数値目標と地域が大切にする温度感の調和に注
力しました。ハード整備を先行させず、農政や教育といったソフト面で丁寧な合意形成を行い、活動の
土壌を耕す順序を徹底。よそ者と地元住民が摩擦なく共創できる「入り口」を設計し、住民の主体性を
引き出すことに成功しました。現場の「納得感」を最優先しつつ、持続可能な収益構造を構築するプロ
セスを地元目線で重視しています。

NPO代表として自ら現場を運営する「泥臭い実装力」と、大規模プロジェクトで得た「経済設計の知見」
を掛け合わせ、確実な成果を追求します。事務局業務の枠を超え、3年で地域が自走する土台を創り
ます。現場の「熱」を知る当事者として、御庁の担当者様と未来の産業を共に創る伴走をいたします。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

○ 6次産業化 ○ 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 ○ 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

○ 地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

○ 地域中核企業等の支援 その他

その他

その他 その他

地域交通 ○ 地球温暖化対策

集落機能の確保 ○ 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 ○ インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 ○ DMOとの連携

避難所運営 ○ 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

○ 滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

○ 地域おこし協力隊の推進 ○ 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 ○ 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ○ ふるさと教育

子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） ○ メディア活用策

自治体間連携 ○ 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

住民参加 その他

その他

EBPMに基づく政策立案

メールアドレス minori.k〔アットマーク〕shimozato.jp

NPO法人HP https://shimozato.jp/
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